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　１　宿泊税導入の目的

　日本国内の人口減少が進み、地域の経済活動が縮小する中、観光は、地域活性化、雇 

用機会の増大など大きな経済波及効果が期待される。近年、インバウンドも全国的に増 

加傾向にあるが、宮崎県への訪問率は伸び悩んでいる。 

　そのため、インバウンドも含めた多様化する観光客のニーズを適切に捉え、観光客が 

快適に過ごせるような観光まちづくりに資する施策を展開する重要性が高まっている。 

　観光地として魅力的なまちづくりを進めるとともに、旅行者の受入環境の充実や観光資源の磨き

上げ、国内外への誘客促進活動など、観光振興施策を展開させるための法定外目的税として、 

宿泊税を導入する。 

背景

目的



市長報告会後、提出された宮崎市宿泊税検討委員会報告書の考え方を基本として、本市の制度方針
となる宮崎市宿泊税条例骨子案を作成した。
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　２　これまでの検討の経緯

開催回   開催日時   場所   議事  

第1回   令和6年5月7日（火）  
15時40分～17時15分  

宮崎市本庁舎  4階　  
特別会議室  

意見交換、論点整理  
検討スケジュール  

第2回   令和6年6月25日（火）  
13時00分～14時30分  

宮崎市教育情報研修センター  
3階　中研修室   先行都市から招聘、意見交換  

第3回   令和6年8月7日（水）  
14時00分～16時00分  

宮崎市保健所  
1階　研修室A  宿泊税の使途  

課税要件  
その他  第4回   令和6年9月25日（水）  

14時00分～16時00分  
宮崎市教育情報研修センター  

3階　中研修室  

第5回   令和6年11月14日（木）  
13時00分～14時30分  

宮崎市役所  
2階 全員協議会室   まとめ  

市長  
報告会  

令和6年12月20日（金）  
13時10分～13時40分  

宮崎市本庁舎  
4階　特別会議室    

　宮崎市宿泊税検討委員会の開催状況
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　３　宮崎市宿泊税検討委員会報告書の概要
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　４　宮崎市宿泊税条例(案)の骨子について①

見出し 条文概要

第１条　宿泊税　 市は、観光地として魅力的なまちづくりを進めるとともに、旅行者の受入環境の充実や
観光資源の磨き上げ、国内外への誘客促進活動など、観光振興施策を展開させるための
費用に充てるため、宿泊税を課する。

第２条　定義 「旅館業、住宅宿泊事業、宿泊施設、宿泊、宿泊料金」の各用語を定義

第３条　納税義務者等　 本市の宿泊施設の宿泊者に対して課税する。

第４条　税率 宿泊者１人１泊につき２００円とする。

第５条　徴収の方法 特別徴収の方法による。

第６条　特別徴収義務者 旅館業等を営む者、宿泊税の徴収について便宜を有すると認める者が宿泊税を徴収。

第７条　特別徴収義務者の申告等 (１)旅館業等を営もうとする者の申告
      規則で定める事項が記載された申告書に証明書類を添付して提出
(２)～(５)移動、営業休止、再開、廃止の届出

第８条　納税管理人 (１)特別徴収義務者が市内に住所等を有しない場合は、納税管理人を定め、市長に申告し承認
を受けなければならず、変更する場合も同様である。
(２)(１)の者は、宿泊税の徴収の確保に支障がないことの認定を受けたときは、納税管理人を定
めることを要しない。
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　４　宮崎市宿泊税条例(案)の骨子について②

見出し 条文概要

第９条　納税管理人に係る
               不申告に関する過料

10万円以下の過料を科し、納期限は発布の日から10日以内とする。

第10条　減免 天災その他特別の事情がある場合で、減免を必要とすると認める者。

第11条　申告納入 毎月末日までに、前月の１日から末日までの分の納入申告書を提出し、納入金を納入しなけれ
ばならない。(一定の要件を満たす場合は3か月ごとの申告納入も可)

第12条　不足金額等の納入の手続 特定の規定に基づく納入の告知を受けた場合は、加算金を納付しなければならない。

第13条　徴収不能額等の還付又は
               納入義務の免除

天災等により徴収又は納入不能となった場合に、還付・納入義務の免除ができる。

第14条　特別徴収義務者に係る
               帳簿の記載義務等

【帳簿】
・記載事項：宿泊年月日、宿泊料金、宿泊者数、課税対象となる宿泊者数、宿泊税額等
・保存期間：納入申告書を提出した日の属する月の末日の翌日から起算して3月を経過し
　た日から5年間

第15条　間接地方税及び夜間執行　 　　　
の制限を受けない地方税

宿泊税は法定外目的税とする。
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見出し 条文概要

第16条　宮崎市行政手続条例の適　 　　　
用除外

賦課徴収に関する処分その他公権力の行使に当たる行為及び行政指導に係る同条例の規定
の適用については、市税条例の例による。

第17条　市税条例の適用 賦課徴収については、法令又はこの条例及び市税条例の定めるところによる。

第18条　使途の公表 市長は、毎年度宿泊税の使途及びその内容を公表するものとする。

第19条　委任 この条例の施行について必要な事項は市長が定める。

第20条　帳簿の記載義務違反等に
               関する罪

下記のいずれかに該当する者は、１年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金に処する。
・帳簿：正当な理由なく記載しない、虚偽の記載をする、隠匿をする
・宿泊に係る書類：正当な理由なく作成しない、虚偽の作成をする、隠匿する
・帳簿を規定の期間保存しない
・違反行為をした場合は、行為者を罰し、法人又は人に罰金刑を科する

附則 (１)施行期日：規則で定める日から施行。(３)～(５)は公布日から施行。
(２)適用区分：条例施行の日以後の宿泊について適用
(３)経過措置：旅館業等を営み、営もうとする者は、施行日の前日までに証明書類が必要
(４)(３)で申告した事項に異動があった場合は、申告しなければならない。
(５)準備行為：指定納税管理人の承認等の行為は、施行日前も行うことができる。
(６)検討：施行後３年を経過した場合に、社会情勢等の変化等を勘案し所要の措置を講じ、
その後は５年ごとに同様の検討を行う。

　４　宮崎市宿泊税条例(案)の骨子について③
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　５　宮崎市宿泊税基金条例(案)の骨子について

宿泊税の収入を安定的に確保することで、災害等の緊急時においても観光振興に係る事業に対して迅速に対応できる
予算を確保するとともに、長期的な計画に基づいて観光振興施策を実行することができるよう、宮崎市宿泊税基金を設
置します。 

見出し 条文概要

第１条　設置 市は、観光地として魅力的なまちづくりを進めるとともに、旅行者の受入環境の充実や観光資源の
磨き上げ、国内外への誘客促進活動など、観光振興施策を展開させるための費用に充てる。

第２条　積立て 基金として積み立てる額は、予算の定めるところによる。

第３条　費消 第１条の目的を達成するために全部または一部を費消する。

第４条　管理 金融機関の預金その他最も確実かつ有利な方法により保管する。

第５条　運用基金の処理 基金の運用から生じる利益は、一般会計歳入予算に計上してこの基金に編入する。

第６条　繰替運用 市長は、財政上の必要に応じて、確実な繰戻し方法などを定めた上で、基金の現金を歳計現金に繰り
替えて運用できる。

第７条　委任 条例に定めるもののほか、基金の管理に必要な事項は、市長が定める。



◆制度、実務に関する詳細説明会

◆制度、実務に関する詳細説明
　(随時)
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①ホテル旅館組合役員への説明 

②宿泊事業者に対して、アンケートの御礼と、宿泊税の説明文書を送付 

③パブリックコメント 

※(仮称)宿泊税条例に対してパブリックコメントでの意見募集 

④宮崎市議会（宿泊税条例素案、制度詳細の報告） 

⑤宮崎市議会（宮崎市宿泊税条例、宮崎市宿泊税条例基金上程） 

⑥総務大臣協議開始（３か月程度） 

⑦総務大臣同意（予定） 

⑧旅行者への周知広告開始 

⑨特別徴収義務者への制度、実務に関する詳細説明会 

※特別徴収義務者への制度、実務に関する詳細説明(随時) 

⑩宮崎市宿泊税条例の施行 

①事前説明

②パブリック
コメント

③議会

④総務省申請

⑤議会

◆ホテル旅館組合関係者へ説明

◆宿泊事業者に対して、アンケートの御礼と、宿泊税の説明文書を送付

●宿泊税条例案、宿泊税基金条例案制度詳細の報告
●宿泊税条例案、宿泊税基金条例案上程
●宿泊税に係る補正予算提出①◆意見募集

宿泊税開始

⑥周知

●宿泊税に係る補正予算提出②

　５　宿泊税導入までの流れ(案)


